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はじめに

　第 1 次世界大戦から 100 年に当った 2014 年は，
ウクライナ問題，イスラーム国問題，エボラ出血熱
問題など国際協調が問われる出来事が続いて起きた。
このうちのイスラーム国に関連して日本では，8 月
にシリアで報道カメラマン（自称）が身柄拘束，10
月に参加を試みた大学生が私戦予備・陰謀容疑で事
情聴取，　2015 年１月には２人の日本人の拘束事件
が発生している。
　 中 東 地 域 で は イ ス ラ ー ム 国 の 樹 立 を 含 め，
2011 年からの市民の抗議行動によって生じた「ア
ラブの春」と呼ばれる政変（本誌 No.78 参照）の余
震が続いている。またイランの核開発問題，アフガ
ニスタンにおけるタリバーン勢力の再度の隆盛，パ
レスチナ国家樹立問題など不安定要因が多数存在し
ている。つまり，中東地域は国際社会を揺るがす震
源地の一つとなっている。
　2015 年に中東地域で国際社会が解決を迫られて
いるのは，引き続きイスラーム国問題の解決である。
現在，イスラーム国の支配領域はシリア・イラクの
国境地域に広がっており，カリフ制の統治を行って
いる。これに対し，アメリカを中心とする有志連合
が空爆によりイラク軍とクルド民兵の地上戦闘部隊
を支援しており，戦局は徐々にイスラーム国の弱体
化に向かっている。このイスラーム国と「アラブの
春」に加え，2014 年秋からの原油価格の急落が複
合的に国際社会に影響を与える可能性がある。
　リスクが増しつつある中東・イスラーム地域に今
後，日本がどう関わっていくのかが問われている。
本稿では，その一つであるイスラーム国問題を考え
る材料として，日本の大学生の中東・イスラーム認
識について考察する。

１．過去のイスラームについての
若者の意識調査と情報環境の変化

　日本人の若者を対象としたイスラーム意識調査で
は，2003 年に松本高明が高校生を対象に実施した
もの，2004 年に高木規矩郎が大学生を対象に実施
したものがある。前者は東京都と神奈川県の国・
公・私立高校 23 校の生徒を対象に行われ（回答者
数は 1670 人），後者は国内の 9 大学の学生を対象に
行われた（回答者 402 人）。両者はバランスのとれ
た集団を対象とした調査であり，2001 年 9 月 11 日
のアメリカ同時多発テロ，イラク戦争開始後に実施
されたものとして，当時の高校生，大学生のイスラ
ーム認識の把握の参考になる。
　松本は，高校生はイスラームに否定的なイメージ
を持っており，「厳格で戒律が多く不自由」「得体が
知れず理解しがたい」「不寛容で攻撃的」「ヒゲをは
やした沙漠の民」の 4 つにまとめられると述べてい
る（松本 2006：199）。また，高木の調査では，大
学生はイスラームについて「闘争」「テロの宗教」「怖
い宗教」というイメージを持つ一方，「大学でイス
ラム講義は必要か」との問いに約 75％が「必要」
と回答したことが報告されている（高木 2005：
203）。
　こうした結果の要因として，両者が指摘している
ように「日本社会に流布するイスラーム関連情報に
は偏り」（松本 2006：203）があり，日本人は「イ
スラムとの共存の経験が少な」く「マスコミを通じ
て伝えられるイメージがイスラムへの見方を決定付
けることになりかねない」（高木 2005：200）こと
が挙げられるだろう。
　この二つの調査から 10 年を経た現在も，日本で
は移民の受け入れが少なく，日常生活において文化
交流や国際理解を深める機会が少ない点，テレビで
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報じられるニュースや情報番組が取り上げる中東・
イスラーム関連情報はテロ，紛争，犯罪などセンセ
ーショナルなものが多い点に変わりはない。その一
方，2011 年にはじまった「アラブの春」により，
中東地域の市民の動きを伝えるテレビの報道も増え，
各種マスメディアで関連する時事問題の解説を多数
取り上げられるようになった。また，イスラームに
関する基本書や現代アラブ社会を取り上げた専門書
も多数発刊されている。さらに，インターネットを
通じて入手できる情報量は飛躍的に増加しており，
ソーシャルネットワークサービス（SNS）の発達に
より，同地域の市民自身の生の声に接することがで
きるなど，情報環境は大きく変化している。

２．今日の大学生の
中東・イスラーム意識に関する調査

　こうした日本における情報環境の変化を受け，大
学生の中東・イスラーム認識は変化しているのだろ
うか。この点を検討するためアンケート調査を実施
した。

（1）アンケート調査の概要
　調査対象者は首都圏の三つの大学に通う学生 326
人で，内訳は，A 大学（法学部，経済学部，国際
系学部）が 169 人，B 大学（国際学部）が 99 人，
C 大学（医療系学部）58 人である。男女それぞれ
の人数は男性 137 人，女性 183 人，無回答 6 人であ
り，学年は 1 年生 214 人，2 年生 42 人，3 年生 34 人，
4 年生 31 人，無回答 5 人である。調査は，2014 年
12 月の授業中にアンケート用紙を配布し，記述し
てもらい，授業終了時に回収した。
　今回の調査はサンプルの抽出がアトランダムでな
く地域的偏りがあり，サンプル数が少ないなど不十
分な点があるが，世界に衝撃を与えたイスラーム国
の樹立が宣言された 2014 年に中東・イスラームに
関する学生の意識について検討することは，今後の
国際理解教育の参考になると考える。

（2）アンケート調査の結果
（a）大学生の社会的出来事に関する情報収集
　社会的出来事に関する情報を収集するメディアは，
表 1 に 示 す よ う に， ラ ジ オ・ テ レ ビ と の 回 答

（46.9%）が最も高く，次いでインターネットの利用
（46.3%）となっている。また，表 2 で示したように

1 日のうち 1 時間以上インターネットを利用してい
る者は 8 割近くに上っている。

（b）国際社会への関心
　学生たちが外国について関心を持つ分野について
質問したところ（複数回答可），最も多い回答は音
楽・芸能などのエンターテイメント（50.3%，326
人中 164 人），次いで観光（40.8%）であった。時事
問題を挙げた学生は 37.7% にとどまっている 1）。ま
た，一番関心のある国を記述してもらったところ，
最も多い回答は「アメリカ」であった。挙げられた
国名は 45 カ国に上るが，1 位のアメリカから 10 位
のカナダまでがおよそ 70% を占めている 2）。中東
地域の国では，13 番目にシリア（5 人），14 番目に
イラク（4 人），15 番目にアラブ首長国連邦，イス
ラエル，エジプト（各 3 人）が挙がった。

（c）中東に関するイメージと情勢認識
　中東に関し抱いているイメージについて調べるた
め，15 の選択肢から選んでもらったところ（複数
回答可），「イスラーム」と回答した学生が 79.4%

（326 人中 259 人）と最も多く，次いで「テロ」
（66.6%），「石油」（63.5%）の順であった。この 3 項
目以外の回答はいずれも 25% を下回っている 3）。
　どの程度，地理の知識と中東情勢への関心を持っ
ているかを問うため，「アラブの春」が起きた国を
複数回答可で選択してもらったところ，中東地域以

表１　社会的出来事に関する情報を一番多く得ている
メディア（数値：％，カッコ内は実数）

ラジオ・テレビ   46.9（153）

インターネット   46.3（151）

新聞・雑誌     4.9（  16）

知人からの口コミ     0.6（　2）

その他     0.6（　2）

無回答・無効     0.6（　2）

合　　計 100.0（326）

表２　1日のインターネット利用時間
（数値：人，カッコ内％）

1 時間以内   59（  18.1）

1時間〜 2時間 109（  33.4）

2時間〜 3時間   78（  23.9）

3時間〜 4時間   46（  14.1）

4時間以上   32（    9.8）

無回答・無効     2（    0.6）

合　　計 324（100.0）
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外の国名を回答または無回答の学生は合わせて
38.7%（126 人）であった 4）。

（d）「イスラーム国」に関する認識
　過半数の学生は，イスラーム国に関心を持ってい
るとの結果が得られた（55.5%）。男女別では，関心
があると答えた男性は 51.1%（137 人中 70 人），女
性は 60.7%（183 人中 111 人）であった。また，「ア
ラブの春」が起きた国に関する質問で中東以外の国
名を回答または無回答の学生を「中東認識なし」，
それ以外を「中東認識あり」とカテゴリー分けし，
イスラーム国への関心に違いがあるか否かを分析し
たところ，関心の有無に差は認められなかった。
　このイスラーム国に関するイメージについては表
3 のような結果となった。「暴力的」なイメージと
思うかどうかの項目について，イスラーム国に関心
が「ある」と回答した学生と「ない」と回答した学
生の項目に有意な差があった。「ない」と回答した
学生の方が「ある」と回答した学生より暴力的と思
わないと回答する者が多いとの結果が得られた。
　また，イスラーム国に関する情報を得るメディア
としては，ラジオ・テレビとの回答が 61.9%（199
人）と最も多く，インターネットの利用 25.2%，新
聞・雑誌 5.2% との開きが大きい。
　日本人の学生がイスラーム国に参加しようとした
ことについてどう思うかとの質問に関しては，「賛
同できない」（61.7%，201 人）が最も多かった。一方，

「同じように参加してみたい」との回答は 2.1%（7
人），「賛同するが，自分は参加したいとは思わな
い」は 20.2％（66 人）であり，両者を合わせて
22.4% がイスラーム国参加希望学生に同調的な回答
であった。また，13.2%（43 人）が「わからない」
と回答している。男女別では，同調的な男性は
27.9%（136 人中 36 人），女性は 19.1%（183 人中 35
人）であった。また，カテゴリー分けした「中東認
識あり」の学生は 23.5％（200 人中 47 人），「中東
認識なし」の学生は 20.8%（125 人中 26 人）であっ
た。男女別および中東認識の有無のいずれにおいて
も，明確な差は認められなかった。しかし，イスラ
ーム国に関心が「ある」と回答した学生と「ない」
と回答した学生とでは同調的か否かに有為な差が認
められた。関心が「ない」学生は「ある」学生より
も同調的であり，かつ「わからない」と回答する者
が多いとの結果が得られた。

表３　イスラーム国についてのイメージ
（数値：％，カッコ内は実数）

暴力的 封鎖的 革新的 純粋

そう思う   81.6（266）  49.4（161）  25.8（  84）  22.4（  73）

そう思わない     8.6（  28）  23.3（  76）  50.9（166）  50.9（166）

どちらでもない     9.2（  30）  26.4（  86）  22.7（  74）  24.8（  81）

無回答     0.6（    2）    0.9（    3）    0.6（    2）    1.8（    6）

合　計 100.0（326）100.0（326）100.0（326）100.0（326）

3．大学生の情報収集と中東・イスラーム認識

　今回のアンケート調査ではイスラームについての
イメージを答えてもらう設問はないが，中東につい
てのイメージとして，「イスラーム」，「テロ」との
回答が上位に挙がっていることから，10 年前の大
学生のイスラーム認識と大きな変化はないと考えら
れるだろう。
　一般に，大学生の活字離れが指摘されている（例
えば渡辺・小畑 2012）。今回のアンケート結果でも
社会的出来事の情報を新聞・雑誌から得ているとの
回答は 4.9% と少ない。一方，本調査対象の学生は

「デジタルネイティブ世代」5）と呼ばれる世代といえ，
インターネットを利用しての情報収集が増えている
と考えられる。また，学年別にみるとインターネッ
トを通じての情報収集，利用時間ともに，1 年次よ
りも 2，3，4 年次の方が増加している。しかし，ラ
ジオ・テレビからの情報収集の方がインターネット
利用より若干ではあるが高い割合となっており，依
然として，ラジオ・テレビというメディアの影響力
が強いことが確認できる。イスラーム国に関する情
報収集に限ってみても，ラジオ・テレビが情報源で
あるとの回答が大半である。
　学生のイスラーム認識が深まらない要因の一つは，
先行研究でも指摘されていたように，この情報収集
のあり方にあると考えられる。各テレビ局のイスラ
ーム国関連報道の取り上げ方には類似性の高さが見
て取れるからである。その一つの事例として，イス
ラーム国のイメージについての質問で「純粋」と思
うかどうかの項目について，「そう思う」との回答
が 22.4％に留まっていることが挙げられる。イスラ
ーム国はサラフィー主義（純粋）を思想的背景とし
て持っているが，この点を伝えるテレビ報道が少な
かったことの証左といえるのではないだろうか。
　では，「中東認識あり」の学生と「中東認識な
し」の学生の間では情報収集の仕方に違いがあるだ
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ろうか。今回のアンケート調査では，イスラーム国
に関する情報を得るメディアに差は認められなかっ
た。また両者の間で，イスラーム国への関心や，イ
スラーム国に参加しようとした日本人学生への同調
性の質問項目についても有意な差は出ていない。こ
のことから，中東の国か否かに関する知識があるこ
とと国際社会の出来事への関心，価値判断とが結び
ついていないことが伺える。
　イスラーム国への関心が「ない」と回答した学生
と「ある」と回答した学生との間でも，イスラーム
国情報の収集源に差は確認できなかった。しかし，
関心が「ない」と答えた学生の方がイスラーム国に
参加希望学生への同調的回答が多く，「わからな
い」との回答も多かった。また，関心が「ない」と
答えた学生はイスラーム国に暴力的なイメージを持
たない者が多いとの結果も得られた。この点は注目
できる。
　以上のことから，収集した情報の活用の点では，
知識の有無よりも関心の有無の方が重要であると考
えられるだろう。いずれにしても，今回のアンケー
ト調査からは，高度情報化社会にあっても，国際社
会の大きな出来事に関する情報をさまざまなメディ
アを通じて積極的に収集し，自らの知識体系を構築
する試みを行う学生たちの姿は見えてこなかった。

まとめ

　日本の若者のイスラーム国への参加問題は，基本
的には自己（the self）のコアとなる価値意識の発
達と個人アイデンティティ形成の領域の問題と捉え
ることができる。そのことと日本社会の閉塞性や就
職問題とを結びつけることは可能だが，それだけで
は，この問題がなぜ起きたかを把握するには不十分
だろう。過去にも，連合赤軍やオウム真理教の活動
家など過激な行動に走る日本の若者は存在した。し
かし，彼らとイスラーム国への参加を希望した若者
とは社会に向けられた関心や信念は異なっている。
また社会自体も変化しており，社会と個人の間の衝
突や均衡のあり方も多様化している。したがって，
本稿ではアンケート調査から見えてきた「情報を十
分に分析・吟味せず同調する学生」に注目した。
　こうした学生はなぜ生まれてくるのだろうか。そ
のことを考えるためのキーワードは「国際理解教
育」と「デジタルネイティブ世代」だろう。国際理
解教育については，1987 年の教育審議会の答申で

「教育の国際化」という用語が使われ，89 年の学習
指導要領から学校教育のカリキュラムに組み込まれ
ることとなった。現在の大学生は小学校から 12 年
間にわたり，「総合の学習の時間」や社会科の授業
で国際理解教育を受けてきた世代である。しかし，

「ゆとり教育」における学力低下が指摘される中で
「総合の学習の時間」は縮減され，国際理解教育へ
の取り組みも停滞気味との指摘がある（植木 2013）。
また，この間，若者たちには「国際性＝語学」（と
りわけ英語）との認識や，海外経験・留学経験者は
国際性がある，つまり国際性を身に付けるには海外
に出るとよいという思考パターンが形成されている
との指摘もある（早矢仕 2009）。
　1996 年に中央教育審議会が出した第 1 次答申「新
しい 21 世紀を展望した我が国の教育の在り方につ
いて」の方針では，①広い視野で異文化を理解・尊
重し異なる文化を持つ人々と共に生きる資質や能力
を育成，②自己の確立を図る，③ 国際社会で相手
の立場を尊重し自分の考えや意思を表現する基礎的
な力を育う観点でコミュニケーション能力（外国語，
表現力など）を育成するという 3 点が留意点として
記されている。しかし，教育の現場では受験教育に
重きを置かざるを得ない現状から，このうちの外国
語（英語）能力の育成がクローズアップされてきた
ことが伺える。また，海外への修学旅行が「異文化
体験」として重視される一方，自ら接したことのな
い異文化にも関心を持ち，幅広く情報を収集し，得
た知識を体系化するという教育が後回しにされてき
たのではないだろうか。それは，人はいかに生きる
かについて異文化を通して学ぶ機会の喪失だともい
える。
　こうした国際理解教育をめぐる政策と教育現場と
の乖離が，イスラーム国参加者希望者や，その行動
への安易な同調性を育んだ潜在的要因の一つだとい
える。
　もう一つのキーワードである「デジタルネイティ
ブ世代」には「対等でオープンな人間関係を望む」
が，「その関係は表面的」で「自分自身への関心が
強い」という特徴があるのではないかとの指摘があ
る（宇恵 2012：131）。また，栗山・大井（2012）
は，現代の日本人大学生の価値意識の特徴の一つと
して，他者との関係の中で自分の内面に注意が向け
られる「自己準拠」の価値パターンがあると指摘し
ている。このパターンはデジタルネイティブ世代の



─ 17 ─

特徴とも合致している。しかし，それは固定したも
のではなく，進路決定や職業選択など現実社会の課
題に向き合い達成への努力をする中で「自己の独自
性への確信」（栗山・大井 2012：167）へと発達的
に変化していくものだという。イスラーム国参加希
望学生や，その行動に安易に同調を示す学生たちは，
果たして，この確信を形成する過程にあるのだろう
か。デジタルネイティブ世代の日本の学生たちは，
人間関係の広がりや獲得する知識量において，それ
以前の世代よりもすぐれているといえるかもしれな
い。しかし，それは直ちに国際社会の出来事や異文
化を理解し，自身の価値意識を高めることと結びつ
くものではない。
　それを難しくしているのは，日本社会の特性に一
因があるだろう。二つの例を挙げると，一つは安全
という価値の軽視である。今日の日本では日常生活
で「戦争」「テロ」「殺し合い」などの言葉を実感す
ることはない。しかし一部の中東地域では，身体へ
の脅威は自らの選択によって解決しなければならな
い現実問題である。そこで暮らす人びとは，そのた
めの情報収集・分析そして意思決定を，生死を分け
るものとして認識している。彼／彼女らと日本人大
学生とでは安全の価値の重みは異なる。
　 二 つ 目 は 宗 教 に つ い て の 認 識 で あ る。 關 岡

（2003）は，日本では「神」と「仏」を同時に信じ
るシンクレティズムが見られる点，信じるものとし
て大学生が選択するのは「奇跡」「あの世・来世」
が多かった点などを紹介している。その日本の大学
生が宗教に関心を持つに当っては，「宗教をそのま
ま受け入れるのではなく，自分のありかたの問い直
しや宗教的な意味を疑い，捉え直」（栗山・大井
2012：165）していると指摘されている。こうした
外側からの検証ともいえる宗教認識のあり方と，生
活規範として人々の価値意識に浸透しているイスラ
ームを信仰する人びとの宗教認識は異なる。
　国際社会の相互依存度が高まり，人の移動は激し
さを増し，加速的に高度情報化が進む社会でわれわ
れは暮らしている。しかし，若者に限らず日本での
中東・イスラーム認識は依然として表層的な用語や
概略的歴史の理解に留まっている。その要因はこれ
まで指摘されてきたようにマスメディアの報道ぶり
や日本社会の特性にある。しかし，知識の獲得で良
しとする認識のあり方も見直す必要があるだろう。
基本的なことだが，関心を持って多種多様な価値認

識の存在を知ること，そこから自分自身の価値体系
を構築する姿勢を身に付けることが重要である。そ
れは身近な地域社会においてもできることである。

注
１）　�その他の項目については，生活スタイル（39.6%），スポ

ーツ（31.9%），歴史（20.6%），自然（19.6%），その他
（3.7%）。関心がないとの回答は 1.8%。

２）　�上位 5 は順に，アメリカ（80 人，複数回答含む），中国
（30 人，香港を含む，複数回答含む），韓国（23 人，複
数回答含む），フランス（21 人），ドイツ（19 人）。

３）　�以下，多い順に，ユダヤ教（24.5%），沙漠（18.1%），キ
リ ス ト 教（12.6%）， ラ ク ダ（10.4%）， ピ ラ ミ ッ ド

（8.9%），大富豪（8.6%），十字軍（7.4%），都市（6.1%），
スエズ運河（6.1%），アラビアンナイト（5.5%），遊牧民

（5.2%），その他（2.1%）。
４）　�回答の多い順に，リビア（49.1%），シリア（46.0%），エ

ジプト（42.6%），イラク（37.1%），イラン（37.1%），チ
ュニジア（32.8%），サウジアラビア（27.0%），イエメン

（23.3%），ウクライナ（15.3%），ナイジェリア（13.8%），
ベ ネ ズ エ ラ（8.0%）， イ ン ド ネ シ ア（5.2%）， タ イ

（4.9%），マリ（3.1%），ハンガリー（1.5%）。
５）�デジタルネイティブ世代は，「生まれた時からインターネ

ットやパソコンが身近に存在しており，それらを利用す
ることに抵抗がなく，それ以前の世代とは行動特性の異
なりが見られる世代」（戸嶋・石川ほか 2013：286）と定
義される。
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